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DTNを基盤とするコンテンツ配信手法の実現を目的とした
静動混在ネットワークの提案

高畠 翔生子1 重安 哲也1,a)

概要：災害発生時には，迅速な情報収集と配信が被害拡大の抑制には不可欠である．しかしながら，災害
発生時は通信基盤の喪失により通常時と同様の情報配信を行うことは難しい．そこで，本稿では，災害時

であっても DTNを基盤とした情報通信ネットワークを構築し，同ネットワーク上にコンテンツ指向型の

データ配信システムを構築することを提案する．
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A new contents delivery network mixing of static/dynamic terminal
based on DTN environment

Shoko Takabatake1 Tetsuya Shigeyasu1,a)

Abstract: For reducing the damage of disaster, it is needed to correct/deliver disaster information rapidly.
However, under the disaster occasion, it is not easy to engage the usual communication due to the lack of
perfect operation of communication infrastructure. Hence, in this paper, we propose to construct new con-
tents centric data delivery system over the network consisting of DTN nodes. The performance evaluations
confirm that our proposal effectively reducing the cache acquisition delay.

Keywords: DTN, CCN, Disaster information system, Network mixing of static/dynamic terminal

1. はじめに

現代社会において，様々な情報通信メディアが広く普及

する中，特にスマートフォンを含む携帯端末全体の個人に

対する保有率は 83.6%（2016年）と，大きな割合を占めて

いる [1]．これらの携帯端末は我々の普段の生活スタイル

を大きく変化させてきたことはもちろんのこと，非常時に

おける利活用も検討されており，実際に自然災害発生時の

活用事例も多く報告されている．

例えば，2011 年 3 月の東日本大震災発生時には Face-

bookなどの SNSを介して海外で支援の輪が広がり，また，

Googleが安否情報を確認するためのサービスを開設する
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などの動きがあった [2]．震災当初には救助を求めるツイッ

ターの投稿により，避難所に取り残されていた数百人の命

が救われた事例も報告されている [3]．

このように携帯端末を避難や救助活動に有効活用できた

事例もあったが，一方で，震災による通信インフラ施設の

破損，さらに通信事業者の行った大規模な通信規制により，

被災者が携帯端末を利用し情報を得ることが不可能となっ

た事例も多くあった [4]．甚大な被害を受けた地域では通

信の途絶や庁舎の被災により，被害状況の把握や報告・発

信が行えない状況となり，被災地に取り残された被災者は

救助の要請すら困難となった [5]．

そこで近年，上記のような通信被害を緩和させるため，

DTN（Delay Tolerant Networking）を利用した災害情報収

集システムについての研究が多く進められている [6][7][8]．

DTNでは，データを中継するノードは他ノードに遭遇す
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るまでデータを蓄積したまま移動し，他ノードの通信範囲

内に入るとデータの複製を受け渡す．この蓄積運搬形転送

により，一部に通信不能区間を含むネットワークにおいて

も通信が可能となるため，回線断が多く発生する状況下に

おける情報伝達手法として注目を集めている [9][10]．

しかし，本来 DTNでは遅延がある程度許可される情報

を伝達する状況を想定しているため，迅速な情報収集が求

められる災害時では，回線断を含む通信経路の確立には有

効であるものの，実用化のためには通信遅延の大きさが未

だ解決しなければならない大きな障壁となっている．

そこで，本稿では回線断が多く発生する災害時にも通信

を可能とし，なおかつそれに伴う遅延を極力抑えるため

に，DTNネットワーク内にコンテンツ配信基盤技術であ

る CCN（Content-Centric Network）[13]の考え方を導入

した新たなネットワークシステムについて検討する．CCN

では，一度返送されたデータを中継ノードにキャッシュし，

これを以降の同様のデータ要求への返送データとして活用

するインネットワークキャッシュ技術の導入により，迅速

なデータ返送の実現が可能となる．

本稿では CCNの DTNへの導入により，通信遅延時間

を DTNのみから構成される従来のシステムと比べて大幅

に短縮することを検討する．具体的には，被災時に避難者

の携帯端末で形成される DTNネットワーク内に，大容量

バッファの保持が可能である通信インフラ施設等をコンテ

ンツルータとして機能させる．提案システムの有効性を評

価した計算機シミュレーションにより，DTNに CCNの概

念を導入することにより，1）コンテンツ要求から取得ま

での時間を大幅に削減可能であることを示すと同時に，2）

オリジナルサーバならびにコンテンツルータの複数ノード

からのコンテンツ返信によって，ネットワークトラフィッ

クを不本意に増加させてしまう危険性があることの 2点を

明らかにし，今後の本システムが解決すべき課題について

述べる．

2. 地震による通信被害と情報収集システム

2.1 地震による通信被害

2011年 3月 11日 14時 46分，三陸沖を中心とした大規

模な地震が発生し，国民にとって重要なライフラインであ

る情報通信インフラに甚大な被害が生じた．通信ビル内の

設備の倒壊・水没・流失，地下ケーブルや管路等の断裂・

損壊，電柱の倒壊，携帯電話基地局の倒壊・流失といった

事態が発生し，固定通信網では約 190,000回線が被災，携

帯電話及び PHS基地局では約 29,000局が停波したことを

総務省が報告している [4]．

さらに，通信の集中による輻輳を避けるため，通信事業

者が大規模な通信規制を行い，被災者は災害情報を入手す

ることが困難となった．その結果，甚大な被害を受けた地

域では発災当初，被災者は救助の要請すらできず，また，

(A)Backbone network

(B)Branch network

図 1 避難所間無線ネットワーク

救助側も情報がない中の活動となるため，消防機関や警察，

自衛隊などの各実働機関間の連携が一部困難となる致命的

な事態が発生した [5]．

2.2 災害時情報収集システム

災害時でも通信手段を確保するための取り組みとして，

災害用伝言サービス・特設公衆電話の設置・避難所への無

料インターネット接続サービスの整備等が行われている

[4]．また，新潟大学災害復興科学センターで研究・開発が

進められてきた山古志ねっとやスカイメッシュでは，中継

局を配置するだけで自律分散的に無線ネットワークを形成

するため，有線通信網の整備が困難な山間地域にも対応で

きる通信システムとして知られている [11]．

しかし，これらは全て既存の通信インフラに依存してい

るため，多くの通信インフラ施設が破損する可能性のある

大規模災害時には，これらの通信手段を利用できない場合

がある．

2.3 避難所間無線ネットワーク

我々はこれまでに，既存の通信インフラ施設に頼らない

情報収集システムについて検討し，避難所間無線ネット

ワークを開発した [12]．概要図を図 1に示す．同システム

では，災害直後に幹線ネットワーク（図 1（A））と支線ネッ

トワーク（図 1（B））という二つのネットワークで独自の

無線ネットワークを構築する．

幹線ネットワークは耐震強度の高い建物群で構成され，

被災地区全域をカバーする．支線ネットワークは幹線ネッ

トワークを構成する幹線基地局周辺の，中・小規模の避難

所から構成される．支線ネットワークを構成する支線基地

局では，各避難所における被災情報を収集し，その情報を

最も近い幹線基地局と共有する．また，隣接した幹線基地

局同士でも情報のやり取りをすることで，各避難所の被災

者は地域全体の被災状況が把握できる．しかし，このネッ

トワークシステムのみでは避難所への非難が無事完了した

被災者の情報しか共有することができず，被災地で未だ救

助を待っている被災者の情報を収集し，救護活動を行うこ

とは不可能である．
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2.4 Delay Tolerant Networking（DTN）

災害時のように End-to-Endの通信経路が非連続である

ネットワーク環境下においてもマルチホップ通信を可能

にする技術として，DTNが提案されている [9][10]．DTN

では，送信元ノードから宛先ノードまでのデータの中継転

送において，中継ノードが次ノードへの経路を確保できな

い場合は，データを一旦自身のバッファに保持して転送の

機会を待つ蓄積型転送を採用する．この転送方式により，

DTNではネットワークトポロジが動的に変化する場合で

も通信が可能となる．

また，DTNで主に用いられている Epidemic Routingと

いう転送方式では，データを保持する端末が移動する途中，

遭遇する全ての端末に複製データを転送するので，宛先端

末へのメッセージ到達率が高くなるという利点がある．

2.5 DTNを用いた既存研究

DTNを用いた研究はこれまでにいくつか行われている．

まず，GPSの使えない屋内環境において，被災者の所持す

る端末同士でアドホックネットワークを形成し，屋外にい

る救助隊にメッセージを伝達するという手法が提案されて

いる [6]．これは，端末に搭載されたセンサを用いてユーザ

（避難者）の進行方角や端末間の距離からメッセージを伝

搬させるかどうかの判断を行い，中継先を限定する手法で

ある．しかし，同手法では屋内環境という狭い範囲を対象

としているため，屋外の広い範囲を避難する被災者につい

ては考慮されておらず，実際に想定される環境下では運用

が難しい面もある．

さらに，移動中継ノードという計画的な移動を行うノー

ドを導入し，メッセージ到達時間の短縮を図るといった手

法が提案されている [7]．計画的な移動を行うノードには，

例えば物資を運搬するために避難所と被災地を往復する車

両や，公共交通機関等があげられるが，災害時にそれらが

正しく機能している保証はない．また，同論文では移動中

継ノードを導入することによって宛先ノードまでのメッ

セージ到達時間は改善されるが，宛先まで到達しない複製

メッセージは逆に増加してしまうことも報告している．こ

の複製メッセージによりバッファが圧迫されると，多くの

情報収集が求められる災害時において，重要性の高い他の

メッセージの転送を妨げてしまう危険性がある．

このように DTNを用いた災害時情報収集システムはい

くつか提案されているが，実環境への適用が困難であった

り，メッセージの到達性は向上するものの，先に述べたよ

うに複製過多となったメッセージが被災者の貴重なネット

ワーク帯域を圧迫してしまうといった課題がある．

2.6 メッセージランク付け手法

また，我々もこれまでに DTNを用いた災害情報収集手

法として，メッセージ中継エリアにランクをつけて冗長な

Relay Node Ideal Route

:Shelter

:Message Sender

rank4

rank3

rank2

rank1

図 2 メッセージランク付け手法

転送を抑制するメッセージランク付け手法を提案した [8]．

図 2に概要図を示す．

同手法では，避難所への避難が完了していない被災者を

対象とし，DTNを用いてそれらのユーザが情報を効率よ

く収集することを目的とした．具体的には，到達成功メッ

セージがメッセージ生成地点と宛先を結ぶ経路（理想経路）

の周辺で多く送信されていることに着目し，その理想経路

を元にエリアにランク付けをすることで，宛先に到達する

可能性の高いメッセージが優先的に転送されるようにし

た．その結果，冗長なメッセージの転送回数が削減され，

メッセージの平均到達率が向上することを示している．

しかし，この研究では被災者からの情報を収集すること

に主眼を置いているため，避難所や災害対策本部から被災

者へ情報を配信する場合については検討されていない．そ

こで，本論文では新たに被災者への災害情報配信手法とし

て，DTNにコンテンツ配信基盤技術である CCNの考え

方を導入した新たなネットワークシステムについて検討

し，通信遅延時間の大幅な短縮を図る．以下にその概要を

述べる．

3. 提案方式

3.1 Content-Centric Network（CCN）

現代の IPネットワークは「どこのサーバからコンテン

ツを取得するか」に重きを置くロケーションオリエンテッ

ドな通信モデルであるが，コンテンツ取得を短時間で行う

ために，「コンテンツそのものが得られればどこのサーバ

からでも良い」という，コンテンツ指向ネットワーク技術

が注目されている [13]．

代表的なコンテンツ指向ネットワークのアーキテクチャ

として，CCNがあげられる．CCNではコンテンツ名の指

定によりコンテンツ取得を開始する．この際，コンテン

ツ要求が通過する中継ノードに所望コンテンツの複製が

キャッシュされていれば，オリジナルサーバ以外のノード

からもコンテンツの返送が可能となるため，短時間でのコ

ンテンツ取得が可能となる．

CCN の具体的な動作を図 3 を用いて説明する．まず，

3ⓒ 2018 Information Processing Society of Japan

Vol.2018-DPS-173 No.11
2018/1/19



情報処理学会研究報告
IPSJ SIG Technical Report

User1

User2
Content Router
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①

②

図 3 CCN の動作

ユーザ 1がコンテンツ要求となる Interestを送信する（図

3 1⃝）．Interestを受け取ったサーバは対応するコンテンツ

を返送する．その際，途中のコンテンツルータにキャッ

シュが残されていなければキャッシュを残し，引き続き転

送する．次に，ユーザ 2 においてユーザ 1 と同じコンテ

ンツの要求が発生した場合，途中のコンテンツルータに

キャッシュが残されていれば，ユーザ 2の Interestはサー

バまで転送される前に，このコンテンツルータからコンテ

ンツの返信を受け取ることができる（図 3 2⃝）．

3.2 提案方式の概要

図 4に提案方式の概要図を示す．災害発生時，避難所へ

の避難が未だ完了していない被災者は，被災地に留まった

まま動けず，被災地域の情報を要求している状況を想定す

る．被災地域を避難する被災者や物資を運搬する救助車両

など，移動可能なノードを中継ノードとし，それらは被災

者から発生したコンテンツ要求を本部に送り届けたり，要

求に対して配信される本部からのコンテンツを送信元の被

災者に送り届ける役割を担うものとする．

DTNのみで情報の取得と配信を行う方式（図 4（a））で

は，被災者にコンテンツの要求が発生すると，該当コンテ

ンツを有する本部まで中継ノードを介してコンテンツ要求

が転送される．これに対して，本部はその要求に対応する

コンテンツを被災者へ返送する．これらの要求メッセージ

やコンテンツを中継する際，移動ノードは遭遇するノード

全てに複製データを送信するため，1つのコンテンツの要

求に対していくつもの複製コンテンツが生成・拡散され，

非効率的となる．

そこで本稿における提案方式では，本部と被災者の間に

存在する既存の通信インフラ施設，もしくは一定範囲内に

留まり続ける滞留ノードにコンテンツルータを配置する

（図 4（b））．本部から返送されるコンテンツがコンテンツ

ルータを通過すると，同コンテンツの複製がコンテンツ

ルータにキャッシュされる．これにより，本部だけでなく

コンテンツルータからもコンテンツを取得することが可能

となるため，複製コンテンツの広がりが従来手法よりもあ

る程度抑制され，被災者のデータ取得時間の大幅な軽減も

期待できる．

(a)DTN

Relay nodeVictims

Headquarters

(b)Proposed method

図 4 提案方式の概要

1 2

500m

500m

50m

50m

50m

50m

200m
Relay node

:Headquarters

:Content Router

:Victims

図 5 シミュレーショントポロジ

4. シミュレーション評価

本章では，前章で提案したシステムの有効性をシミュレー

ションにより評価する．シミュレータは The ONE（The

Opportunistic Network Environment simulator）[14]を用

いた．シミュレーショントポロジを図 5 に，シミュレー

ション諸元を表 1に示す．

コンテンツルータは本部との距離が 200mとなるように

設置した．コンテンツの識別子となるコンテンツ IDは 0～

99までとし，二人の被災者がそれぞれ 0～99までのコンテ

ンツ要求を順番に本部へ送信していくものとする．コンテ

ンツルータにコンテンツがキャッシュされている場合に他

方の同コンテンツに対する要求が到達した際は，コンテン

ツルータからもコンテンツを取得することができる．本部

から返送されたコンテンツとコンテンツルータから返送さ

れたコンテンツの両方が被災者ノードに到達した場合，受

信時刻が早い方を取得するものとする．評価指標にはコン

テンツ要求間隔（被災者 1と被災者 2のメッセージ送信時

間間隔）を 30，50，100，200，300[s]とそれぞれ変化させ

た時の RTT（Round Trip Time）と Hop数を用いた．
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表 1 シミュレーション諸元
Parameter Value

Simulation Period 20000[sec]

Simulation Range 500 × 500[m]

Relay Node Speed 9.5～10.5[m/s]

Transmission Range 50[m]

Transmission Speed 2[Mbps]

Message Size 500K～1M[Byte]

Number of Relay Nodes 100

Content ID 0～99

Routing Protocol Epidemic Routing

 120

 140

 160

 180

 200

 220

 30  50  100  200  300

DTN
DTN/CCN
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図 6 コンテンツ要求間隔を変化させた場合の RTT

4.1 シミュレーション結果

4.1.1 RTTとHop数

図 6，図 7はそれぞれコンテンツ要求間隔を変化させた

場合の RTT と Hop 数を示している．DTN を従来手法，

DTN/CCNと表記しているものを提案手法とする．結果か

ら，図 6のコンテンツ要求間隔が 30秒である場合の RTT

を除き，提案手法の方が性能が向上していることが分かる．

図 6の一部で RTTが向上していない原因については，別

途後述する．また，これらの結果から，RTT，Hop数とも

にコンテンツ要求間隔が約 100秒以下の領域では提案手法

による性能向上幅は増加するが，それ以上の領域では向上

幅はほぼ一定となることが分かる．

これは，コンテンツ要求間隔が短い場合は，被災者 1が

要求したコンテンツがまだキャッシュされていない状態

で，被災者 2の同コンテンツの要求が先にコンテンツルー

タに到達してしまい，キャッシュが利用できないことが多

かったためである．それ以降向上幅が一定となった理由

は，コンテンツ要求間隔がある一定値を超えると，コンテ

ンツがコンテンツルータにすでにキャッシュされている状

態となるために，それ以上コンテンツ要求間隔が長くなっ

てもキャッシュ利用数がほとんど変わらなかったと考えら

れる．

4.1.2 CRの位置とキャッシュ到達率

図 8はコンテンツルータと本部の距離を 50，150，200，

250，350[m]と変化させた場合のそれぞれのコンテンツ要

求間隔についてのキャッシュ到達時間を示したグラフであ

る．グラフ中の Rはコンテンツ要求間隔を表す．キャッ
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図 7 コンテンツ要求間隔を変化させた場合の Hop 数
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図 8 CR の位置とキャッシュ到達率

シュ到達時間とは，被災者 1 がコンテンツ要求を送信し

てから，それに対応するコンテンツがコンテンツルータに

キャッシュされるまでの時間とする．

先ほどのシミュレーションでは，本部とコンテンツルー

タの距離を 200mに設定していたが，このグラフに示す結

果から，そのような場合は約 120秒でキャッシュがコンテ

ンツルータに到達していることが分かる．これを踏まえて

図 6，図 7のグラフを再度確認すると，約 120秒を境に，提

案手法の向上幅が一定になっていることが確認できる．つ

まり，前節で考察したように，コンテンツルータにキャッ

シュがほとんど到達していない 120秒以前はキャッシュ利

用数が少ないため，提案手法による向上幅が小さく，120

秒以降は多くのキャッシュがコンテンツルータに到達し，

キャッシュが利用できる状態が続くため，提案手法による

向上幅が限度まで広がった状態が続いたと考えられる．以

上より，コンテンツ要求間隔を R，キャッシュ到達時間を

Tとすると，T<Rとなる場合にキャッシュ利用数が増加す

ることが分かる．

また，同グラフより，当然ではあるがコンテンツルータ

と本部の距離が離れるほどキャッシュが到達するまでの時

間が長くなることが分かる．つまり，コンテンツルータを

どこに配置するかという問題は，キャッシュが蓄積するま

での時間に大きな影響を及ぼすということが分かる．
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図 11 被災者が多数存在する場合の Hop 数

4.2 被災者が多数存在する場合の性能評価

本節では被災者数を増加させた場合の評価を行う．評価

に用いたシミュレーショントポロジを図 9に示す．

本評価では，被災者数を 4.1節の評価時の 2倍に増やし

た．また，それぞれの被災者はコンテンツルータまでの距

離が等しくなるよう配置した．システム内で被災者は，被

災者 1から順番に，ランダムにコンテンツを要求する．シ

ミュレーション諸元は表 1と同様とし，各被災者のコンテ

ンツ要求間隔を 40秒ごとに変化させた．結果を図 10，図

11にそれぞれ示す．

図 11より，Hop数では被災者が 2人の場合と同様に，

すべてのコンテンツ要求間隔において提案手法の性能が

DTNのみの場合と比べて向上していることが分かる．し

かし図 10からは，提案手法の RTTがコンテンツ要求間隔
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図 12 転送速度を変化させた場合の RTT
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図 13 転送速度を変化させた場合の Hop 数

120秒以下で大幅に増加していることが確認できる．この

原因を明らかにするため，メッセージの転送速度を変化さ

せた場合の評価を行った．

メッセージ転送速度以外の値は表 1に示す値を用いた．

また，被災者一人当たりのコンテンツ要求間隔は 40[s]に固

定した上で，メッセージ転送速度を 2，20，200[Mbps]と

変化させた時のそれぞれにおける RTT，Hop数を調べた．

結果を図 12，図 13にそれぞれ示す．

これらの図から，メッセージ転送速度が増加するにつれ，

RTT，Hop数両方とも提案システムによる向上幅も増加し

ていることが分かる．RTT増加の原因には主に（a）中継

ノードの移動時間によるものと，（b）転送時間によるもの

が考えられるが，コンテンツルータの配置は（a）の中継

ノードの移動時間には影響を与えない．また，図 12，図 13

のように転送速度を上げることで，仮想的に転送に要する

時間（b）が無視できる状態では，提案システムの RTTは

DTNのみの場合のそれと比べて向上することから，提案

方式で一部 RTTが増加した原因は．コンテンツルータを

配置することによってコンテンツの返送がオリジナルサー

バとコンテンツルータの 2箇所に増加したために，ネット

ワークのトラフィック増加を招き，輻輳が発生したためで

あると考えられる．

5. おわりに

本稿では，災害時などに発生し得る断続的なネットワー

クでも通信を可能とする DTNに CCNの考え方を導入し，
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被災者におけるコンテンツ取得時間の大幅な軽減を図るこ

とを検討した．提案手法を評価した結果より，Hop数はコ

ンテンツ要求間隔に関係なく低減させることができるが，

コンテンツ要求間隔が短い場合，RTTは増加してしまう

ことがわかった．これは，オリジナルサーバ，ならびにコ

ンテンツルータの双方からコンテンツが返送される等によ

るトラフィック増加が原因であると考えられる．そこで，

今後はコンテンツルータあるいはオリジナルサーバのいず

れか一方のみからコンテンツを返送させることのできる制

限をシステム内に実装することで，上記のトラフィック増

加に対処することを検討するつもりである．
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